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特別養護老人ホーム三山園あり方検討審議会 

 

【諮問事項】 

介護保険法施行後の状況の変化及び施設の現状等を踏まえた公設公営施設としての 

特別養護老人ホーム三山園の役割及び今後のあり方について 

 

【答申】 

公設公営施設としての特別養護老人ホーム三山園（以下「三山園」という。）の役割につ

いては、現時点において、介護保険法施行後に数多く参入している非公設施設（以下「民

間施設」という。）との間に大きな差異は認めがたい状況であり、公設公営施設として開設さ

れた当初の役割は達成されたものと考えられる。 

このため、三山園の今後のあり方としては、三山園において入所者数、待機者数が一定

数おり、今後も高齢者数、高齢化率の増加が見込まれているため、特別養護老人ホームと

しての機能を継続しつつ、社会福祉法人へ移譲することが妥当である。 

 

【答申に至った理由】 

（１） 三山園が公設施設として社会的資源の少なかった開設当初より担っている、措置を

必要とする高齢者が入所し、暮らし続ける施設としての特別養護老人ホームの機能

や緊急短期入所などの困難事例の対応という役割については、介護保険法施行後、

すべての民間施設にも同様に課されていること。 

（２） 上記の特別養護老人ホームの機能は、民間施設の増加により、対応が可能な環境

は整ってきており、三山園の公設公営施設としての先導的な役割は概ね達成された

こと。さらに、民間施設とは異なった役割についても見出すことが困難であること。 

（３） 民間施設が本部経費を含めて介護給付費及び自己負担金（以下「介護報酬」とい

う。）のみで運営していることに鑑みると、公設施設が介護報酬で賄えない運営経費

の赤字分を公費で補填することは、介護保険制度下において適切な運営とはいえな

いこと。 

（４） 三山園において入所者数、待機者数が一定数おり、今後も関係市において高齢者

数、高齢化率の増加が見込まれているため、特別養護老人ホームとしての機能は残

すべきと考えられること。 

（５） 介護保険法施行後に民間事業者が蓄積してきた特別養護老人ホームの経営や運

営などのノウハウを活用することで、効率的な施設運営や人材の有効活用などにより

介護サービスの質の向上が期待できること。 

（６） 指定管理者制度については、有期契約であることから事業者の変更により、利用者

が不安定な状況に置かれてしまう可能性があることや、今後の大規模改修費用等に

ついて、公費負担が生じること。 
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【附帯意見】 

 本答申に基づく移譲先社会福祉法人の選定にあたっては、下記の意見に十分に留意し、

これまでの運営等に鑑みて決定すること。 

 

（１） 現在の利用者が希望した場合、引き続き利用できるよう対応するとともに、利用者及

びその家族への影響が最小限となるよう考慮すること。 

 

（２） 医療機関との連携を図り、医療体制を確保するよう努めること。 

 

（３） 社会福祉法人への移譲後も可能な限り近隣住民の利便性が確保されるよう移譲先

法人と協議すること。 

 

（４） 社会福祉法人への移譲に関する条件等について、関係市と十分に協議すること。 

 

（５） 土地及び建物については、建替え時の補助金の返還要件、及び今後必要となる大

規模改修等の要件も踏まえ、貸付、譲渡等の条件を十分に検討すること。 

 

（６） 市場調査等の結果、移譲先法人となる社会福祉法人を見つけることが困難であると

認められる場合には、指定管理者制度の導入を検討すること。やむを得ず指定管理

者制度を導入する場合にあっては、可能な限り速やかに社会福祉法人への移譲を

行うこと。 

 

（７） 社会福祉法人への移譲後も介護サービスの提供に支障を来さないよう、施設、設備、

介護サービス提供体制等の引継ぎについてスムーズに行うよう努めること。 
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【審議経緯】 

１．公設公営施設としての役割の検討について 

（１）経緯 

四市複合事務組合は市町村等が行う事務の一部を複数の市町村等が共同で行うために

昭和４５年１０月に船橋市、習志野市、八千代市、鎌ケ谷市（当時は鎌ケ谷町。以下あわせ

て「関係市」という。）によって設立された。現在では、三山園と二か所の斎場の設置、整備、

管理及び運営を行っている。 

三山園は、関係市内で唯一の特別養護老人ホームとして昭和４７年６月に開設され、当

初は老人福祉法に基づき措置の受け入れを行う公助の制度下において運営していたが、

平成１２年度に介護保険法が施行されると、利用者がサービスを選択し契約して入所する互

助の制度へと転換した。 

介護保険法の施行に伴い、民間事業者が次々と参入したことにより、全国的に公設施設

の事業譲渡や指定管理者制度の導入などが進み、運営を民間事業者に任せる自治体が

増加していたが、三山園については、民間施設の模範となる質の高いサービスの提供を行

うことで、関係市内における中核的な施設としての役割や、緊急的な措置や短期入所の受

け入れ先の役割なども踏まえ、運営経費を介護報酬で賄うことを前提に、公営施設として運

営を続けることとなった。 

 

（２）介護サービスの提供について 

介護保険制度下において、公設公営施設として運営を続けている三山園は、民間施設

の模範となり、地域において先導的な役割を担える施設を目指し、認知症に特化したパーソ

ン・センタード・ケア（※）を掲げ運営をしてきた。 

しかしながら、現状では、認知症の度合いを表す日常生活自立度をみると、三山園の利

用者は、全国平均と比較しても自立度の高い利用者が多く、医療面等においても、公設公

営施設として、特に重い認知症の利用者を受け入れているといった実態を確認することはで

きなかった。 

このように、三山園は民間施設への指導や技術供与するような先導的な役割を担うことが

できる特筆した施設とは言えない状況にある。また、介護報酬を財源とした自立運営を行うこ

とが求められている現状において、人件費を含む各種経費が民間施設と比較し高額なこと

もあり、十分な職員配置をすることができておらず、利用者に対する看護・介護職員の配置

人数が近隣民間施設等の平均で利用者２．２６人に対して１人配置しているところ、三山園

では２．７４人に対して１人の配置であり、手厚いケアが行えているとは言い難い。 

 

※パーソン・センタード・ケア 

 年齢や健康状態にかかわらず、すべての人々に価値があることを認め尊重し、ひとりひとりの個性

に応じた取り組みを行い、認知症をもつ人の視点を重視し、人間関係の重要性を強調したケア 

※出典：鈴木みずえ（2018）「認知症の看護・介護に役立つよくわかるパーソン・センタード・ケア」（池田書店） 
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（３）困難事例への対応について 

三山園は、措置入所について相談しやすい施設として関係市から認知されていることか

ら、他の同種施設（以下「他施設」という。）と比較しても受け入れ実績が多いものの、措置入

所件数の割合は、関係市全体の１割程度に留まっている。今後も三山園が公設公営施設と

して継続する場合においては、関係市から現状と同様の協力体制の維持を求められている

が、それ以上に民間施設とは異なる特別な役割を求められている状況にはなかった。 

また、現状において、関係市内では民間施設の整備が進んでおり、今後も建設が予定さ

れていることや、公設公営施設のない地域においては、その役割がすべて民間施設に吸収

されていることなどに鑑みると、民間施設で十分に対応が可能な環境が整っているといえる。   

千葉県内においては５１０施設（令和４年４月１日現在）ある特別養護老人ホームのうち、

公設公営施設は令和５年度末に三山園のみとなることが確認できており、県内自治体は、

公設公営施設に頼ることなく困難事例を解決しているということがわかる。 

なお、緊急短期入所については、船橋市は原則、当番制により各施設持ち回りで利用者

の受け入れを行っており、他の関係市においても三山園の公設公営施設としての優位性は

確認できなかった。 

 

以上を踏まえると、公設公営施設として開設された当初の役割は達成されており、現時点

で三山園が民間施設と比較して手厚いケアを実施しているという確認はできず、また、今後

の民間施設にはない特別な役割を見出すことも困難である。 

 

 

２．今後のあり方の検討について 

（１）財政面の検討について 

平成２１年度に施行された地方公共団体の財政の健全化に関する法律においては、公

営企業の抜本的改革の推進を行うことや、事業の継続、サービスの提供自体が必要である

場合にあっても、採算性の判断を行い、完全民営化・民間への事業譲渡等について検討す

るよう通知が出されていた。 

その中で三山園は、介護保険法施行後も建替え時の起債の償還金等については、関係

市から公費による負担金（以下「分賦金」という。）を受けていたものの、運営経費について

は介護報酬で賄うことを前提に運営していた。しかし、人件費を含む各種経費が民間施設と

比較し高額なことなどにより経営が圧迫され、平成２２年度以降は赤字が常態化し、内部留

保金を取り崩しながら運営を続けていた。 

これらの状況を踏まえ、三山園は赤字を脱却するため平成２８年度に経営再建計画を策

定し、人件費を抑制することで一時は内部留保金の取り崩しを抑えることができたが、労働

基準監督署からの是正勧告により再び人件費が増加し、令和３年度から運営経費を介護報

酬だけでは賄えなくなったため、関係市から分賦金を受けて運営する状況となっている。 
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審議会においては、経営改善のためのシミュレーションを行ったが、現実的には実施する

ことが難しい人件費の削減や、運営方法の変更等を踏まえた事業の見直しを行い、最大限

の増収を見込んでもなお、介護報酬だけで運営経費を賄うことができず、今後の運営にお

いても分賦金が必要となるという結果となった。 

 

これらのことから、公設公営施設としてのこれまでの役割が達成され、関係市から新たな

役割についても要望のない現状を踏まえると、公費を投入し続けるための積極的な意義を

見出せず、公設公営での継続は介護保険制度下において適切とはいえないとの結論に至

った。 

 

（２）運営形態等の検討について 

上記のとおり、三山園を直営で運営し続けることは適切とはいえない状況ではあるものの、

現在、三山園においては、入所者数、待機者数が一定数おり、今後も高齢者数、高齢化率

の増加が見込まれているため、特別養護老人ホームとしての機能は残すべきだと考えられ

ることから、事業廃止は選択肢となり得ず、指定管理者制度の導入または社会福祉法人へ

の移譲の２つの選択肢に焦点を絞り、検討を行った。 

指定管理者制度の導入または社会福祉法人への移譲をした場合、介護報酬により本部

経費も賄い、職員も多く配置できている法人であれば、今までに蓄積してきた特別養護老人

ホームの経営や運営等のノウハウを活用し、効率的な施設運営や質の高い介護サービスの

提供などが期待できる。また、四市複合事務組合の介護施設は三山園１施設のみであるが、

社会福祉法人では複数の施設運営を行っている場合が多く、職員の配置転換等による人

材育成や人事交流、それに伴う介護サービスの質の向上が期待でき、今般のコロナ禍にお

いても他事業所からの職員の応援体制の確保ができるなど、危機管理体制においても優れ

ている。 

これらはいずれの選択肢にも共通するメリットであるが、指定管理者制度を導入した場合

については、有期契約であることから事業者の変更により、利用者が不安定な状況に置か

れてしまう可能性がある。また、指定管理者となった法人も、施設の定員や事業形態の

変更など、サービスの質の向上や収支改善を図るための大胆な手法を取ることができ

ず、施設運営の方策を検討する上で制限がかかってしまうことなどが懸念される。 

さらに、今後の大規模改修費用や経常的な施設修繕費用等について、民間事業者が介

護報酬においてその費用を捻出していることを鑑みれば、その費用について今後も公費で

負担し続けることとなり、社会福祉法人への移譲にはないデメリットが存在する。 

 

 

以上のことから、三山園は特別養護老人ホームとしての機能を継続しつつ、社会福祉法

人への移譲が妥当である。ただし、移譲にあたり、条件面等において受入法人との調整が

困難な場合は、一定程度の期間、指定管理者制度を導入し、可能な限り速やかに社会福

祉法人への移譲をすることが望ましい。 
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【三山園の概要】 

昭和４７年度に建設された三山園は、施設の老朽化及び介護保険制度に対応するため

平成１６年に建替えを行い、短期入所生活介護事業所の定員を３名から２０名に拡大し、通

所介護事業所も新規で併設した。 

通所介護事業所は平成１８年度の介護保険法改正により、認知症対応型通所介護事業

所となり、定員を１０名から１２名に拡大している。 

建替え後、約２０年が経過していることから、今後、空調や外壁、屋上防水などの大規模

な修繕が必要となる。 

 

所在地 船橋市三山２丁目３－２ 

事業開始 昭和４７年６月１日 施設建替 平成１６年３月１５日完成 

建物構造 鉄筋コンクリート造 敷地面積 5,053.00㎡ 

建替事業費 2,193,422千円 敷地面積 5,913.10㎡ 

１階（管理部門・通所） 
事務室、洗濯室、厨房、 

通所事業所（食堂・浴室） 他  

２階（一般フロア） 
４人部屋・１０室、２人部屋・８室、個室・８室、 

（入居可能者数６４人）医務室、静養室 他 

３階（認知症フロア） 
４人部屋・９室、２人部屋・８室、個室・４室、 

（入居可能者数５６人） 他 

 

 

事業種別 開始年月日 利用定員 

介護老人福祉施設 昭和４７年６月１日 １００名 

短期入所生活介護 

（開設） 

平成１６年４月１日（変更） 

（昭和４７年６月１日） 

２０名（建替に伴い変更） 

（３名） 

認知症対応型通所介護 

（開設） 

平成１８年４月１日（変更） 

（平成１６年４月１日） 

１２名（法改正に伴い変更）

（１０名） 
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【検討資料】 

１．特別養護老人ホームの沿革について 

（１）老人福祉法における特別養護老人ホーム 

老人福祉法においては措置制度として、福祉サービスを必要としている人に対し、行政が

利用するサービスの種類を行政処分として決定しており、必要と認められなければサービス

の利用ができず、特別養護老人ホームにおいても行政が指定した施設に入所させていた。

行政がサービスの種類及び施設を選択し、利用者を振り分けるため、サービス提供者間で

競争原理が働かないことによるサービスの質の低下も問題視されていた。 

また、制度上措置として入所させることから、財源は税と本人負担で賄われていたが、本

人と扶養義務者の収入に応じた「応能負担」のため、中高所得者層にとっては重い負担とな

っていたことや、所得調査が必要となることでの心理的負担なども利用に対する障壁となっ

ていた。 

 

 

（２）介護保険法施行後の特別養護老人ホーム 

高齢者の増加に伴い税だけでは財源を賄うことが難しくなったことや、今後の高齢化社会

を見据え、平成１２年度より保険料によって財源を賄う介護保険制度が導入された。 

介護保険制度では利用者の選択により、多様な主体からサービスを総合的に受けられる

契約制度へと移行したことで競争原理が生まれ、単に身の回りの世話をするだけでなく、高

齢者の自立を支援するサービス提供なども始まり質の向上が図られた。 

また、受ける利益に応じた負担をする「応益負担」となったことで不公平感も取り払われ、

「行政処分」から「契約」へ社会全体で支えあう仕組みへと変化した。 
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２．日常生活自立度について 

（１）日常生活自立度とは 

日常生活自立度とは、厚生労働省が定めた障害や認知症のある高齢者がどの程度自立

した生活を送れているかを判定する評価基準のこと。 

 

○日常生活自立度判定基準 

ランク 判定基準 見られる症状・行動例 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は

家庭内及び社会的にほぼ自立してい

る。 

  

Ⅱ 日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さが多少見られても、

誰かが注意していれば自立できる。 

  

 
Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。  たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金銭

管理などそれまでできたことにミスが目立つ

等  
Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。  服薬管理ができない、電話の対応や訪問者

との対応などひとりで留守番ができない等 

Ⅲ 日常生活に支障を来すような症状・行動

や意志疎通の困難さがときどき見られ、

介護を必要とする。 

 

 
Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 

着替え、食事、排便・排尿が上手にできな

い・時間がかかる、やたらに物を口に入れ

る、物を拾い集める、徘徊、失禁、大声・奇

声を上げる、火の不始末、不潔行為、性的

異常行為等 
 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。  

ランクⅢａに同じ 

Ⅳ 日常生活に支障を来すような症状・行動

や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、

常に介護を必要とする。  

ランクⅢに同じ 

М 著しい精神症状や問題行動あるいは重

篤な身体疾患が見られ、専門医療を必

要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症

状や精神症状に起因する問題行動が継続

する状態等 

出典：厚生省老人保健福祉局長 老発第 0403003 号平成 18 年 4 月 3 日改正「「認知症高齢者の

日常生自立度判定基準」の活用について」 
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（２）三山園長期入所者における推移 

三山園長期入所者の日常生活自立度を、（１）の日常生活自立度判定基準に基づき、ラ

ンク自立を０点とし、ⅠからМを１点から５点とした場合、平成２６年度から令和３年度の平均

で２．６８となる。厚生労働省社会保障審議会（介護給付費分科会）第１８３回の資料によると、

令和元年１０月１日時点の全国平均は３．０となっていることから、三山園は公設公営施設と

して支援の難しい重い認知症の利用者を多く受け入れているという事実は確認できなかっ

た。 

 

○三山園長期入所者の日常生活自立度の推移                    （単位：人） 

ランク 点数 
２６ 

年度末 

２７ 

年度末 

２８ 

年度末 

２９ 

年度末 

３０ 

年度末 

元 

年度末 

２ 

年度末 

３ 

年度末 

自立 ０ ２ １ ０ ０ １ ０ １ １ 

Ⅰ １ ９ ７ ７ ７ ８ ８ ８ ８ 

Ⅱa 
２ 

１１ ９ ５ ６ ５ ６ ７ ６ 

Ⅱb ２３ ２８ ２９ ２２ ２２ ２２ ２６ ２４ 

Ⅲa 
３ 

２６ ２９ ３０ ３３ ３４ ３２ ３１ ２４ 

Ⅲb １３ １２ １２ １２ １１ １０ １０ １１ 

Ⅳ ４ １５ １３ １６ １６ １５ １３ １５ １５ 

М ５ １ １ ２ ２ ４ ３ １ ０ 

計 － １００ １００ １０１ ９８ １００ ９４ ９９ ８９ 

Ⅱ以上 89.0% 92.0% 93.1% 92.9% 91.0% 91.5% 90.9% 89.9% 

Ⅲ以上 55.0% 55.0% 59.4% 64.3% 64.0% 61.7% 57.6% 56.2% 

平均点数 ２．５９ ２．６１ ２．７２ ２．７８ ２．７７ ２．７３ ２．６５ ２．６２ 

平均要介護度 ３．７０ ３．７５ ３．９５ ３．９８ ４．０３ ４．０２ ４．０３ ３．９８ 

 

 

 

３．職員配置について 

 特別養護老人ホームの職員数については、厚生労働省が定める指定介護老人福祉施設

の人員、設備及び運営に関する基準（厚生省令第３９号）に基づき、最低基準が定められて

いる。その基準において、看護職員及び介護職員の人数については、利用者３人に対し１

人以上とされており、三山園は令和４年４月１日現在、利用者２．７４人（育休者等を含めた

場合２．５９人）に対し１人の配置となっている。 

 一方、近隣民間施設等は平均で利用者２．２６人に対し１人配置していることから、三山園

については、職員１人あたりの負担が大きいがゆえに、手厚いケアが行えているとは言い難

い状況である。これは、利用率が高い三山園において、これ以上利用者を増やして介護報

酬を増額することは難しく、人件費を含む各種経費が民間施設と比較し高額である状況もあ
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り、介護報酬を財源とした増員が困難であること、また、介護報酬による自立運営を行うこと

が求められている現状において、分賦金の増額による増員も困難であることなどから、十分

な職員配置をすることができないことが原因である。 

 

○各施設の職員数（令和４年４月１日現在） 

 看護 介護 その他 合計 
介護・看護 

職員配置 

三山園 

長期：１００名 

短期：２０名 

常勤職員 ５ ２４ ８ ３７ ２．７４ 

育休者等を含

めた場合 2.59 

会計・派遣 ７ １３ ５ ２５ 

合計 １２ ３７ １３ ６２ 

一部事務組合Ａ 

長期：１５０名 

常勤職員 ５ ２３ ８ ３６ 

２．７ 会計・派遣 １ ３３ ４ ３８ 

合計 ６ ５６ １２ ７４ 

一部事務組合Ｂ 

長期：６５名 

常勤職員 ５ ２５ ４ ３４ 

１．８ 会計・派遣 ０ ６ ３ ９ 

合計 ５ ３１ ７ ４３ 

一部事務組 C 

長期：１００名 

常勤職員 ４ ２９ ８ ４１ 

－ 会計・派遣 ２ １５ ９ ２６ 

合計 ６ ４４ １７ ６７ 

民間施設Ａ 

長期：８０名 

短期：２０名 

常勤職員 ３ ２５ １８ ４６ 

２．３１ ﾊﾟｰﾄ・派遣 ６ １８ １１ ３５ 

合計 ９ ４３ ２９ ８１ 

民間施設Ｂ 

長期：１００名 

短期：２０名 

常勤職員 ３ ４１ １７ ６１ 

２．０７ ﾊﾟｰﾄ・派遣 ３ １５ １２ ３０ 

合計 ６ ５６ ２９ ９１ 

民間施設Ｃ 

長期：８０名 

短期：８名 

常勤職員 ３ ２２ １２ ３７ 

２．７ ﾊﾟｰﾄ・派遣 １ １０ １１ ２２ 

合計 ４ ３２ ２３ ５９ 

民間施設Ｄ 

長期：１１０名 

短期：１０名 

常勤職員 ３ ３０ １２ ４５ 

２．０１ ﾊﾟｰﾄ・派遣 ２ ２５ ２１ ４８ 

合計 ５ ５５ ３３ ９３ 

民間施設Ｅ 

長期：１００名 

短期：１０名 

常勤職員 ４ ２０ １３ ３７ 

２．２ ﾊﾟｰﾄ・派遣 ４ ２９ ２０ ５３ 

合計 ８ ４９ ３３ ９０ 

※その他：事務員、生活相談員、介護支援専門員、機能訓練指導員、管理栄養士等 

※介護・看護職員配置：職員１人あたりの利用者数 

※会計：会計年度任用職員（非常勤職員） 
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４．関係市における措置入所について 

（１）措置入所件数の推移 

関係市における措置入所件数は増加傾向にあり、平成２９年度から令和３年度までの５年

間で１４３件ある。そのうち三山園における受入件数は１２件であり、関係市における措置入

所件数の約８．３９％の受け入れを行っている。関係市内には令和４年４月１日現在、特別

養護老人ホームが７２施設あり、 １／７２＝約１．３９％と比較した場合、三山園への措置入

所の割合は高い数値となっている。これは公設施設としての実績により、三山園が措置制度

に理解があることや相談しやすく協力的である施設として関係市に認識されていること、船

橋市以外においては市外であることを活かした虐待案件等でのシェルターとしての役割を

担っていることなどが理由として挙げられる。 

しかし、実際に措置入所が必要となった際には、三山園は相談がしやすい施設であるも

のの各市とも民間施設と同等の取り扱いをしている。千葉県内の他地域に公設公営の特別

養護老人ホームが令和４年４月１日現在、２施設しか無い状況においても、民間施設で措置

入所の対応が可能となっている現状に鑑みると、必須の役割ではなくなってきているものと

考えられる。 

なお、措置入所以外の入所に関する取り扱いについては、三山園と民間施設で差異は

無いとのことであった。 

 

○直近５年の措置入所件数 

 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 計 

船橋市 ７(０) １２(１) １１(１) ２３(３) ２３(２) ７６(7) 

習志野市 ７(１) ６(１) １３(０) ７(０) ５(０) ３８(2) 

八千代市 ５(０) ８(１) ６(０) ３(０) ４(０) ２６(1) 

鎌ケ谷市 ０(０) ０(０) ０(０) １(１) ２(１) ３(2) 

計 １９(１) ２６(３) ３０(１) ３４(４) ３４(３) １４３(１２) 

（ ）は三山園における措置入所件数で内数 

 

○関係市における措置入所、施設紹介等における三山園の取り扱い 

船橋市 
優先的な取り扱いは無いが、三山園への措置入所件数からも、現状は受け

入れに協力いただいている。 

習志野市 

施設職員が措置入所に対する理解があり協力的であるため、よく緊急時の

受入れを打診させていただいている。 

また、後に契約入所となった際に、多床室利用料金の取り扱いの場合、利

用者負担が低く抑えられる場合があるため、支払い可能となる予測がしやす

い。 

八千代市 
措置は市内の特養から入所の打診をするが、そのタイミングで同じく三山園

にも打診している。 
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鎌ケ谷市 
優先的には取り扱いはしていないが、市外という立地から虐待での入所につ

いて優先に相談することはある。 

 

○契約入所、措置入所以外での施設入所にあたっての三山園の位置付け 

（緊急ショート等における他施設との差別化の有無など） 

船橋市 民設施設と同様に扱っている。 

習志野市 なし 

八千代市 
高齢者虐待等の緊急時においても、他の施設と同様に入所依頼を行ってい

る。他の民間施設との間に優位性はない。 

鎌ケ谷市 他施設との差別化はしていない。 

 

 

 

（２）措置入所件数の推計 

各市推計にあたっては、新型コロナウイルスの影響や高齢化の進行に伴う措置入所件数

の増加を懸念しているが、実数を推計することは困難であるとしている場合が多い。 

 

○関係市における推計 

船橋市 

平成２９年度～令和元年度の状況を見ると、ほぼ横ばいで推移している。令

和２、３年度についてはそれぞれ２３件ずつ、更に令和４年度についても８月

３１日時点ですでに９件措置しており、これにはコロナの影響が考えられる。 

よって措置件数の今後の動向についてはコロナがどのように推移するかに

関わってくると考えられる。 

なお、今後の具体的な件数については算出が困難である。 

習志野市 

高齢化の進行に伴い、独り暮らしの高齢者や、親族と疎遠の高齢者が増加

傾向であり、認知症状等から、在宅生活の維持が困難となり、生命の危険を

伴うような、緊急に保護をする必要がある事案が増加しています。 

施設との契約を適切に行うことができる親族等が存在しない事案は、増加し

ていくと想定されるため、措置入所者数の増加が見込まれます。 

八千代市 

平成３０年度以降は、新規措置入所者数は減少傾向にあり、令和４年度も前

年度と同程度と見込んでいるが、一方で高齢化の加速に伴い、今後措置件

数が増加する可能性もある。 

鎌ケ谷市 

毎年度２件程度と推計（令和４年８月１６日現在、３人）。 

虐待対応での措置入所や契約者不在のための措置入所は、成年後見申立

てを行うため、途中で契約入所に変更していくものと考え対応している。 

近年、契約者不在のための特別養護老人ホーム措置入所が増加している

が、市内の施設へ依頼し対応してもらえている場合もある。 
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５．特別養護老人ホームの整備状況について 

（１）千葉県内における整備状況 

千葉県内における特別養護老人ホームは令和４年４月１日現在で５１０施設あり、介護保

険法施行前の昭和４５年度から平成１１年度末までに１３７件、介護保険法施行後の平成１２

年度から令和４年４月１日までに３７３件の施設が開設されている。 

 

○介護保険法施行後の特別養護老人ホーム開設数推移 

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

４ ６ １１ １１ １２ １１ １３ ８ 

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

１１ ６ ５ ２４ ５１ １５ ４４ ２９ 

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 計 

１３ ２７ ２４ １５ ９ ２０ ４ ３７３ 

（平成１１年度までに開設した施設数：１３７施設） 

※出典：千葉県「施設一覧表（令和４年４月１日現在）」 

 

 

（２）千葉県内における公設施設 

千葉県内における特別養護老人ホーム５１０施設（令和４年４月１日現在）のうち、公設施

設は６施設（約１．２％）となっている。公設施設のうち公設公営が３施設（約０．６％）あり、三

山園のほか、大多喜町が運営する大多喜町特別養護老人ホーム、地方独立行政法人総合

病院国保旭中央病院が運営する東総園がある。 

しかしながら、令和４年度末に大多喜町特別養護老人ホーム、令和５年度末に東総園が

事業廃止を決定しており、令和６年度からは三山園のみが県内における公設公営施設とな

る。 

なお、公設施設のうち残り３施設は指定管理者制度が導入されており、船橋市（特別養護

老人ホーム朋松苑）、浦安市（浦安市特別養護老人ホーム）、野田市（複合老人ホーム野田

市楽寿園）となっている。 

 

 

（３）関係市内における整備状況 

関係市内における特別養護老人ホームは令和４年４月１日現在で７２施設あり、昭和４７

年に三山園が初めて開設してから平成１１年度末までに１８施設、介護保険法施行後の平

成１２年度から令和４年４月１日までに５４施設が開設されている。 

 なお、公設施設は三山園及び指定管理者が運営している朋松苑があり、２施設とも船橋

市内に設置されている。 
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○特別養護老人ホーム施設数 

市町村名 施設数  （施設） ベッド数   （床） 

船橋市 ３６  ２，４６4 

習志野市 １２ ７２０ 

八千代市 １２ ６３１ 

鎌ケ谷市 １２ ７４６ 

合計 ７２ ４，５６１ 

※従来型、ユニット型併設事業所については、２施設としてカウントしている。 

 

 

○介護保険法施行後の特別養護老人ホーム開設数推移 

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

１ １ １ １ １ ２ ２ ２ 

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

１ １ ０ ３ ７ ２ ６ ５ 

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 計 

０ ４ ６ ２ １ ３ ２ ５４ 

（平成１１年度までに開設した施設数：１８施設） 

※出典：千葉県「施設一覧表（令和４年４月１日現在）」 

 

 

 

（４）関係市内における今後の建設予定（建設済含む） 

関係市内では令和４年度から令和６年度までに、４施設、計３７０床が建設済みまたは予

定されている。 

 

○建設予定施設数 

市町村名 施設数 
ベッド数（床） 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

船橋市 １ ９０ ０ ０ ９０ 

習志野市 ０ ０ ０ ０ ０ 

八千代市 １ ８０ ０ ０ ８０ 

鎌ケ谷市 ２ ０ １００ １００ ２００ 

合計 ４ １７０ １００ １００ ３７０ 
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（５）関係市内における認知症対応型通所介護の整備状況 

認知症対応型通所介護については、定員が１２人までとされており、収入が少ないことか

ら運営が難しく、また、通常の通所介護事業所で重度の認知症利用者の受け入れを行って

いる法人も多いことから事業所数が少ないものと考えられる。 

 

○通所介護事業所数（令和４年４月１日現在） 

市町村名 
通所介護 

事業所数 

うち認知症対応型通

所介護事業所 
割合 

船橋市 １６６  ６ ３．６％ 

習志野市 ５４ ７ １３．０％ 

八千代市 ６７ ４ ６．０％ 

鎌ケ谷市 ４６ ０ ０％ 

合計 ３３４ １７ ５．１％ 

 

 

６．地方公営企業について 

（１）地方公営企業とは 

地方公営企業法、地方財政法及び地方自治体の条例に基づき、地方自治体が経営する

企業のことであり、法が必然的に適用される法適用事業と任意で法の適用を選択できる法

非適用事業があり、介護サービス事業は法非適用事業となる。 

 

出典：総務省自治財政局公営企業課「地方公営企業の範囲について（令和 2 年 7 月 14 日）」 
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（２）地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行に伴う動向 

平成２１年４月に地方公共団体の財政の健全化に関する法律が施行され、総務省より地

方公営企業の運営について通知が出された。 

通知においては、「各地方公共団体においては、各公営企業の事業の特性を勘案しつ

つ、その経営の実態を的確に把握し、抜本的改革の推進を行うことが望まれる。公営企業の

抜本改革の検討にあたっては、現在公営企業が行っている事業そのものの意義、供給して

いるサービス自体の必要性について検討する必要があり、意義、必要性がないと判断され

た場合には、速やかに、廃止等を行うべきである。また、事業の継続、サービスの供給自体

が必要であると判断された場合であっても、採算性の判断を行い、完全民営化・民間への事

業譲渡等について検討する必要がある。」とされ、「民で行えるものは民で行うこと」について

明確に方向性が提示された。 

 

 

 

（３）介護サービス事業の全国的な取組状況 

総務省通知に基づき、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行(平成２１年４

月１日)以降、各自治体が運営していた介護サービス事業については民営化や指定管理者

制度の導入、事業廃止など改革が進められた。 

なお、法律施行前においては、指定管理者制度が開始して間もなかったこともあり、指定

管理者制度の導入が進んでおり、関係市内においては業務委託により運営を行っていた船

橋市特別養護老人ホーム朋松苑が平成１８年度に指定管理者制度へ移行した。 

 

 

○抜本的な改革の取組状況（件数） 

 調査を開始した平成１６年

度～平成２１年４月１日 

平成２１年４月２日～ 

令和３年３月３１日 

民営化・民間譲渡 ７６ １０８ 

指定管理者制度 １６７ ７４ 

事業廃止 ２２ １０５ 

出典：総務省「地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況」 
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７．収支状況について 

（１）三山園収支状況 

介護保険法施行後、施設建替え時の起債償還金については、関係市からの分賦金とし

て公費を投入していたが、三山園の運営経費については介護報酬で賄うことを前提として

いた。 

しかし、施設の老朽化による修繕料の増加や人件費を含む各種経費が民間施設と比較

して高いことなどにより経営が圧迫されたことで、平成２１年度に７９,２２４千円あった内部留

保金（繰越金）が、平成２７年度には４０,７８１千円まで減少した。 

このような状況を踏まえ、平成２８年度に経営再建計画を策定し、修繕料の平準化のため

施設等整備基金の新設や赤字を脱却するため人件費を抑制することで一時は内部留保金

の減少を抑えることができたが、令和元年６月４日付けで船橋労働基準監督署からの是正

勧告により再び内部留保金が大幅に減少し、令和３年度から運営経費を介護報酬だけでは

賄えなくなったため、関係市から分賦金を受けて運営する状況となっている。 

また、民間施設においては介護報酬で賄っている施設長及び介護報酬請求等に要する

本部経費についても、三山園では公費を投入している。 

なお、施設等整備基金については、令和３年度以降、運営経費についても分賦金を請求

していることから予算計上を見送り、関係市の負担の軽減を図っている。 

 

 

○繰越金の推移                                      （単位：千円） 

年度 歳入 ① 歳出 ② 繰越金 ①－② 単年度収支 

２１ 613,900 534,676 79,224 21,923 

２２ 604,165 546,225 57,940 △ 21,284 

２３ 602,417 548,631 53,786 △ 4,154 

２４ 602,451 552,249 50,202 △ 3,584 

２５ 598,307 544,678 53,629 3,427 

２６ 595,460 550,233 45,227 △ 8,402 

２７ 601,581 560,800 40,781 △ 4,446 

２８ 605,171 564,343 40,828 47 

２９ 620,247 548,249 71,998 31,170 

３０ 665,048 568,551 96,497 24,499 

元 695,691 626,571 69,120 △ 27,377 

２ 691,108 675,232 15,876 △ 53,244 

３ 651,013 596,581 54,432 38,556 

※令和３年度の単年度収支については、運営経費に関する分賦金 56,090 千円を除いた場

合、△17,534 千円となる。 
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○関係市分賦金推移                                   （単位：千円） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

共通経費 ５５,９６３ ５０,４０７ ６２,５５９ １１５,２４４ 

管理運営費 ０ ０ ０ ０ 

起債償還金 ７４,２７４ ７４,２７５ ７４,２７４ ７４,２７５ 

施設等整備基金 ０ ０ １６,０００ １６,０００ 

合計 １３０,２３７ １２４,６８２ １５２,８３３ ２０５,５１９ 

 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

共通経費 ７１,５６１ ７７,９５８ ７１,８１１ ６４,２１２ 

管理運営費 ０ ０ ５６,０９０ ３３,２４２ 

起債償還金 ７４,２７４ ７４,３３８ ５４,０２８ ３８,２３０ 

施設等整備基金 １６,０００ １６,０００ ０ ０ 

合計 １６１,８３５ １６８,２９６ １８１,９２９ １３５,６８４ 

※共通経費：本部経費（議会・総務費） 

 

 

 

（２）人件費の比較 

 三山園常勤職員の令和３年度平均年収は５,４６３千円であり、三山園を除く７施設の平均

年収は４,４１８千円で、三山園は１,０００千円以上高い状況となっている。他施設と比較して

給与面での待遇が確保されているものの、分賦金を増額しなければ十分な職員配置ができ

ないことから、今後の介護サービスの質の向上には繋がらないと考えられる。 

 

 

 

○他施設の平均年収（令和３年度）                          （単位：千円） 

 常勤職員 うち看護職員 うち介護職員 

三山園 ５,４６３ ５,１９４ ５,５３８ 

一部事務組合 Ａ ５,２６４ ５,７７０ ５,０６６ 

一部事務組合 Ｂ ３,８９８ ５,２７９ ３,２０４ 

民間施設 Ａ ４,５７０ ４,７９２ ４,４４７ 

民間施設 Ｂ ４,０９３ ４,７１９ ４,１６８ 

民間施設 Ｃ ３,８０５ ４,１５０ ３,４６８ 

民間施設 Ｄ ４,５９８ ５,０９８ ４,８４６ 

民間施設 Ｅ ４,７０１ ５,１４７ ４,５６４ 
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８．船橋労働基準監督署からの是正勧告について 

（１）経緯 

三山園開設当初より、夜勤時における仮眠時間の取り扱いについては、職員との合意の

もとで勤務時間に含めず、夜間勤務手当（25％）とは別に夜間介護手当（9,800円）を支給す

ることとしていたが、仮眠時間を労働時間としていないことなどについて、船橋労働基準監

督署より令和元年６月４日付けで是正勧告を受けた。 

 

（２）対応 

是正勧告において平成３１年１月分まで遡及して未払い賃金を支払うこととされていたが、

是正勧告を真摯に受け止め、賃金請求権の消滅時効である２年間遡及し、退職者を含めて

未払い分を支払うこととした。 

 

（３）遡及支払額 

令和元年度（平成31年1月～令和元年6月分）：１４,４５５千円 

令和２年度（平成29年6月～平成30年12月分）：５３,６８３千円 合計 ６８,１３８千円 

これにより、平成３０年度末に９６,４９７千円あった繰越金が、令和２年度末には１５,８７６千

円まで減少した。そのため、令和３年度より運営経費についても、関係市からの分賦金を投

入している。 

 

 

９．収支改善策について 

（１）収支改善のシミュレーション 

介護保険制度の趣旨に則ると、公設公営での運営を継続するためには公費を投入すべ

きではないことから、収支改善策を講ずることで自立運営が可能かどうかを検証するため、

改善策として①介護職員処遇改善加算の取得、②科学的介護推進体制加算の取得、③手

数料等の導入、④デイサービス事業の指定変更について検討を行った。 

 

① 介護職員処遇改善加算の取得 

介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）については、介護職員の賃金改

善、キャリアアップのための賃金制度の整備及び資質向上や労働環境の整備等に対する

加算であり、公益社団法人全国老人福祉施設協議会が行った調査によると、令和４年４月

現在、特別養護老人ホームにおいて取得していない施設は０．６％、短期入所生活介護は

０．８％、認知症対応型通所介護は３．０％のみで全国的に見てもほぼすべての施設が取得

している。 

また、令和元年１０月から導入された介護職員特定処遇改善加算において、経験・技能

のある介護職員に対する賃金改善を重点化しつつ、他職種の処遇改善も行うことが可能と

なっている。 
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処遇改善加算を取得した場合、令和３年度利用実績をもとに積算すると年間４４,１１６千

円の増収となるが、加算額全額を介護職員の賃金改善に充てる必要があるため、収入と支

出が同額、または、収入より支出が多くなり、原則として収支の改善には繋がらない。そのた

め、収支改善を行うためには一時的に給与水準を下げた上（常勤介護職員のみを削減する

場合１人１,２９８千円）で加算を取得する必要があり、職員の理解が必要不可欠となるだけで

はなく、本来の加算の趣旨とは異なることになる。したがって、収支改善のために処遇改善

加算を取得することは現実的ではない。 

 

② 科学的介護推進体制加算の取得 

科学的介護推進体制加算（以下「LIFE 加算」という。）については、令和３年度介護報酬

改定において新たに創設された加算であり、科学的に効果が裏付けられた自立支援、重度

化防止に資する質の高いサービス提供及び PDCA サイクル・ケアの質の向上を図る取り組

みの推進を目的としたものである。 

加算の取得にあたっては、厚生労働省への定期的な利用者情報の報告が必要であり、

利用者情報の電子化等の ICT の導入や報告にあたっての事務作業の増加、また、LIFE 加

算全額の約半分を占める自立支援促進加算の取得には、医療との協力体制が必要不可欠

であることなどの課題がある。 

長期入所９５人、認知症対応型通所介護２０人の条件下において、現在の人員配置で取

得可能なすべての LIFE 加算を取得した場合の収入額は年間６,４３５千円となるものの、ICT

化に伴うタブレットのリース代及び協力病院委託料の増額費用として年間４,１１６千円の支

出が見込まれる。 

 

③ 手数料等の導入 

多くの民間施設で導入している食費の増額、長期入所者の預り金手数料の導入及び家

電製品の電気代の徴収について検討を行った。 

(ア) 食費の増額については、介護保険負担限度額認定を受けてない利用者が対象となる

ため、長期入所４０人、短期入所生活介護１０人、現状の１日１,４４５円を１５５円増額し、

１日１,６００円として積算すると、年間２,８２９千円の増収となる。 

(イ) 長期入所者の預り金手数料の導入については、長期入所９５人、１月１,０００円として積

算すると、年間１,１４０千円の増収となる。 

(ウ) 家電製品の電気代の徴収については、長期入所９５人、短期入所１５人、１日５０円とし

て積算すると、年間２,００７千円となる。 

なお、金額については、いずれも他施設の例を参考に高額にならないように設定したが、

利用者の負担額が増額となることから契約が必要であり、利用者家族等の同意が得られな

い場合も想定される。その場合、導入時点の利用者と導入後の新規利用者について、取り

扱いを変えることなど検討が必要となる。 
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④ デイサービス事業の指定変更 

現在の１２人定員である認知症対応型通所介護を通常の通所介護に変更し、利用者を１

日３０人として検討を行った。 

まず、指定変更に伴い、要介護認定者だけではなく、要支援認定の利用者の受け入れも

行うため、自立した利用者が増加することが想定される。その場合、現状の職員数では現在

利用している重い認知症の利用者の受け入れが困難であるため、現在の利用者を引き続き

受け入れる場合には、職員を大幅に増員する必要がある。 

 収支としては、１日３０人、営業日数を年２４３日とし、積算すると年間３８,４９１千円の収入と

なるものの、職員の増員、賄材料費及び調理業務委託料の増額として、年間１７,０９２千円

の支出が見込まれ、差引年間２１,３９９千円の増収となる。 

しかし、三山園のある地域については通所介護事業所が競合しており、毎日３０人の利用

者を想定することは現実的ではない。 

 

以上①～④のすべての収支改善策を行った場合、増収額は年間７３,８１０千円となるが、

上記の理由により、すべてを実施することは現実的には困難であると考えられる。 

 

 

○収支改善における増収額                               （単位：千円） 

 収入 支出 差引増収額 

①  処遇改善加算の取得 ４４,１１６ ０ ４４,１１６ 

②  LIFE 加算の取得 ６,４３５ ４,１１６ ２,３１９ 

③  手数料等の導入 

（ア）食費の増額 ２,８２９ ０ ２,８２９ 

（イ）預り金手数料 １,１４０ ０ １,１４０ 

（ウ）家電電気代 ２,００７ ０ ２,００７ 

計 ５,９７６ ０ ５,９７６ 

④  デイサービス事業の指定変更 ３８,４９１ １７,０９２ ２１,３９９ 

合  計 ９５,０１８ ２１,２０８ ７３,８１０ 
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（２）増収後の収支状況 

三山園の運営経費については、令和３年度から関係市に分賦金を請求しているが、今後

も引き続き赤字補填分を請求することが見込まれている。また、起債償還金については、建

替え時に借り入れたものが令和５年度で償還が終了し、令和８年度までに特殊浴槽及び食

器洗浄機等を購入した際の償還も終了する。 

令和５年度以降の分賦金については、毎年度共通経費を含め約１．８億円を関係市に請

求することとなる。現実的には非常に困難ではあるが、（１）によりすべての収支改善策による

増収を行えた場合についても、約１億円の分賦金を請求することとなり、公設公営での運営

を続ける限り、今後も公費の投入が必要となる。 

なお、三山園は平成１６年度の建替え後、約２０年が経過し、今後、建築、電気及び空調

設備等にかかる約６億円の大規模改修が見込まれている。 

 

 

○増収後の分賦金推計                                 （単位：千円） 

 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 

共通経費 ７６,９６８ ７６,９６８ ７６,９６８ ７６,９６８ 

管理運営費 ９２,９３２ ６６,８１１ ６６,４５２ ６７,１３７ 

起債償還金 １８,８９２ ４,４４３ ４,４２１ ３,１５５ 

施設整備費 ０ ３０,０００ ３０,０００ ３０,０００ 

増収前合計 Ａ １８８,７９２ １７８,２２２ １７７,８４１ １７７,２６０ 

増収見込額 Ｂ ７３,８１０ ７３,８１０ ７３,８１０ ７３,８１０ 

増収後合計 

Ａ－Ｂ 
１１４,９８２ １０４,４１2 １０４,０３１ １０３,４５０ 

 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 

共通経費 ７６,９６８ ７６,９６８ ７６,９６８ ７６,９６８ 

管理運営費 ６８,８６６ ６８,５１０ ６９,１９９ ７０,９３２ 

起債償還金 ０ ０ ０ ０ 

施設整備費 ３０,０００ ３０,０００ ３０,０００ ３０,０００ 

増収前合計 Ａ １７５,８３４ １７５,４７８ １７６,１６７ １７７,９００ 

増収見込額 Ｂ ７３,８１０ ７３,８１０ ７３,８１０ ７３,８１０ 

増収後合計 

Ａ－Ｂ 
１０２,０２４ １０１,６６８ １０２,３５７ １０４,０９０ 

※施設整備費については、大規模改修費用６億円を２０年で償還するものとし、令和６年度

以降、毎年度３０,０００千円を計上している。 
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10．利用状況について 

（１）介護老人福祉施設（長期入所）利用状況 

介護老人福祉施設については、関係市の人口に応じて入所枠を設定しており、令和４年

４月１日現在、船橋市４７人、習志野市１８人、八千代市２０人、鎌ケ谷市１５人となっている。 

利用率については、平成２７年度から令和３年度までの平均が９８．１％で、厚生労働省

「令和２年介護事業経営実態調査（以下「経営実態調査」という。）」による令和元年度全国

平均９６．４％を上回っており、近隣他施設と比較しても三山園の利用率は高い状況となっ

ている。 

また、三山園や近隣他施設では多くの待機者がいることや、多くの生活保護者を受け入

れて生活困窮者の受け皿としての役割を担っているなど、特別養護老人ホームとしての需

要は大いにあり、今後も必要な施設であるものと思われる。 

 

 

○三山園介護老人福祉施設利用実績                          （単位：人） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

船

橋

市 

利用者数 585 573 561 561 546 563 547 

延人数 Ａ 17,284 17,176 17,041 16,969 16,691 17,030 16,715 

入院等 Ｂ 304 484 782 375 513 379 472 

Ａ－Ｂ 16,980 16,692 16,259 16,594 16,178 16,651 16,243 

習

志

野

市 

利用者数 243 215 216 209 212 203 212 

延人数 Ａ 6,504 6,303 6,558 6,340 6,504 6,104 6,503 

入院等 Ｂ 68 173 318 197 166 73 199 

Ａ－Ｂ 6,436 6,130 6,240 6,143 6,338 6,031 6,304 

八

千

代

市 

利用者数 241 235 234 232 236 232 230 

延人数 Ａ 7,243 7,032 7,120 7,112 7,193 7,044 7,099 

入院等 Ｂ 37 96 101 258 167 217 573 

Ａ－Ｂ 7,206 6,936 7,019 6,854 7,026 6,827 6,526 

鎌

ケ

谷

市 

利用者数 180 179 176 174 175 177 169 

延人数 Ａ 5,373 5,296 5,373 5,294 5,358 5,426 5,095 

入院等 Ｂ 142 67 51 137 162 46 185 

Ａ－Ｂ 5,231 5,229 5,322 5,157 5,196 5,380 4,910 

合

計 

利用者数 1,249 1,202 1,187 1,176 1,169 1,175 1,158 

延人数 Ａ 36,404 35,807 36,092 35,715 35,746 35,604 35,412 

入院等 Ｂ 551 820 1,252 967 1,008 715 1,429 

Ａ－Ｂ 35,853 34,987 34,840 34,748 34,738 34,889 33,983 

利用率 99.5% 98.1% 98.9% 97.8% 97.7% 97.5% 97.0% 

入院等除く利用率 98.0% 95.8% 95.5% 95.2% 94.9% 95.6% 93.1% 
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○近隣他施設の利用実績                                 （単位：人） 

 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 計(平均) 

三山園 

１００名 

延人数 Ａ 36,092 35,715 35,746 35,604 35,412 178,569 

入院等 Ｂ 1,252 967 1,008 715 1,429 5,371 

Ａ－Ｂ 34,840 34,748 34,738 34,889 33,983 173,198 

利用率 98.9% 97.8% 97.7% 97.5% 97.0% 97.8% 

入院等除く利用率 95.5% 95.2% 94.9% 95.6% 93.1% 94.9% 

生活保護者数 18 22 22 21 22 (21) 

待機者数 129 147 140 160 166 (148.4) 

民間 

施設Ａ 

８０名 

延人数 Ａ 26,308 28,091 28,030 28,136 27,770 138,335 

入院等 Ｂ 42 969 830 573 347 2,761 

Ａ－Ｂ 26,266 27,122 27,200 27,563 27,423 135,574 

利用率 90.1% 96.2% 95.7% 96.4% 95.1% 94.7% 

入院等除く利用率 90.0% 92.9% 92.9% 94.4% 93.9% 92.8% 

生活保護者数 9 8 7 6 7 (7.4) 

待機者数 84 75 87 92 67 (81) 

民間 

施設Ｂ 

１００名 

延人数 Ａ 29,144 33,813 33,971 34,111 34,909 165,948 

入院等 Ｂ 1,375 3,051 3,311 2,478 2,705 12,920 

Ａ－Ｂ 27,769 30,762 30,660 31,633 32,204 153,028 

利用率 79.8% 92.6% 92.8% 93.5% 95.6% 90.9% 

入院等除く利用率 76.1% 84.3% 83.8% 86.7% 88.2% 83.8% 

生活保護者数 8 10 8 7 5 (7.6) 

待機者数 78 81 95 119 104 (95.4) 

民間 

施設Ｃ 

８０名 

延人数 Ａ 21,896 18,443 17,817 17,587 22,363 98,106 

入院等 Ｂ 154 174 189 210 162 889 

Ａ－Ｂ 21,742 18,269 17,628 17,377 22,201 97,217 

利用率 75.0% 63.2% 60.9% 60.2% 76.6% 67.2% 

入院等除く利用率 74.5% 62.6% 60.2% 59.5% 76.0% 66.6% 

生活保護者数 2 3 3 4 3 (3) 

待機者数 32 38 50 89 54 (52.6) 

民間 

施設Ｄ 

１１０名 

延人数 Ａ 38,581 37,753 38,910 37,984 35,979 189,207 

入院等 Ｂ 1,161 1,164 1,036 681 197 4,239 

Ａ－Ｂ 37,420 36,589 37,874 37,303 35,782 184,968 

利用率 96.1% 94.0% 96.6% 94.6% 89.6% 94.2% 

入院等除く利用率 93.2% 91.1% 94.1% 92.9% 89.1% 92.1% 

生活保護者数 15 12 12 13 11 (12.6) 

待機者数 36 63 58 123 135 (83) 
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（２）短期入所生活介護（ショートステイ）利用状況 

短期入所生活介護については、三山園の立地上、船橋市及び習志野市の利用者が大

半を占め、八千代市及び鎌ケ谷市の利用者はほぼいない状況となっている。 

利用率については、平成２７年度から令和３年度までの平均が８１．３％で、経営実態調

査による令和元年度全国平均７５．７％を上回っている。近隣他施設においては、長期入所

の空床利用により１００％を超える施設があることが確認された。 

また、緊急短期入所の利用については、船橋市は原則、当番制により各施設持ち回りで

利用者の受け入れを行っており、他の関係市においても三山園の公設公営施設としての優

位性は確認できなかった。 

 

 

○三山園短期入所生活介護利用実績                          （単位：人） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

船橋市 
利用者数 511 425 424 363 315 240 250 

利用日数 5,135 4,583 4,949 4,361 3,948 3,251 3,698 

習志野市 
利用者数 81 129 105 153 219 218 175 

利用日数 506 723 942 1,646 2,017 2,267 2,413 

八千代市 
利用者数 14 10 0 0 2 0 1 

利用日数 90 60 0 0 5 0 15 

鎌ケ谷市 
利用者数 7 0 0 0 0 0 0 

利用日数 202 0 0 0 0 0 0 

その他 
利用者数 2 13 25 16 10 14 4 

利用日数 26 72 240 220 142 47 16 

合計 

利用者数 615 577 554 532 546 472 430 

利用日数 5,959 5,438 6,131 6,227 6,112 5,565 6,142 

利用率 81.4% 74.5% 84.0% 85.3% 83.5% 76.2% 84.1% 
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○近隣他事業所の利用実績                                （単位：人） 

 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 計 

三山園 

２０名 

延利用日数 6,131 6,227 6,112 5,565 6,142 30,177 

利用率 84.0% 85.3% 83.5% 76.2% 84.1% 82.6% 

緊急短期入所 1 2 2 2 0 7 

民間施設Ａ 

２０名 

延利用日数 6,496 5,471 4,810 4,852 2,569 24,198 

利用率 89.0% 74.9% 65.7% 66.5% 35.2% 66.3% 

緊急短期入所 0 0 0 0 0 0 

民間施設Ｂ 

２０名 

延利用日数 7,006 6,716 7,387 7,126 6,200 34,435 

利用率 96.0% 92.0% 100.9% 97.6% 84.9% 94.3% 

緊急短期入所 18 16 20 20 18 92 

民間施設Ｃ 

８名 

延利用日数 6,170 5,676 7,954 10,220 7,018 37,038 

利用率 211.3% 194.4% 271.7% 350.0% 240.3% 253.5% 

緊急短期入所 0 0 1 2 0 3 

民間施設Ｄ 

１０名 

延利用日数 4,928 5,799 4,377 4,993 6,139 26,236 

利用率 135.0% 158.9% 119.6% 136.8% 168.2% 143.7% 

緊急短期入所 0 4 8 2 4 18 
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（３）認知症対応型通所介護（デイサービス）利用状況 

認知症対応型通所介護については、送迎に関して遠方の方の利用が難しいことから、 

平成２７年度以降は船橋市及び習志野市の利用者のみとなっている。 

近隣他事業所と比較すると三山園の利用率は高くなっているが、利用定員が１２名と少な

いことや近隣事業所が通常の通所介護であることなどが要因として想定される。 

 

 

○三山園認知症対応型通所介護利用実績                       （単位：人） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

船橋市 
利用者数 190 212 243 228 213 197 206 

利用日数 1,572 1,767 1,904 1,918 1,638 1,520 1,631 

習志野市 
利用者数 100 95 74 69 86 68 66 

利用日数 1,180 842 702 702 892 855 898 

八千代市 
利用者数 0 0 0 0 0 0 0 

利用日数 0 0 0 0 0 0 0 

鎌ケ谷市 
利用者数 0 0 0 0 0 0 0 

利用日数 0 0 0 0 0 0 0 

合計 

利用者数 290 307 317 297 299 265 272 

利用日数 2,752 2,609 2,606 2,620 2,530 2,375 2,529 

利用率 94.4% 89.5% 89.0% 89.5% 87.8% 81.4% 87.1% 

 

 

○近隣他事業所の利用実績                                （単位：人） 

 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 計 

三山園 

１２名 

延利用日数 2,606 2,620 2,530 2,375 2,529 12,660 

利用率 89.0% 89.5% 87.8% 81.4% 87.1% 87.0% 

民間施設Ａ 

１８名 

延利用日数 5,644 4,823 4,051 1,258 － 15,776 

利用率 76.1% 65.5% 63.9% 66.6% － 68.0% 

民間施設Ｂ 

４０名 

延利用日数 8,461 9,182 10,086 8,596 9,662 45,987 

利用率 68.2% 74.0% 81.3% 70.5% 77.7% 74.3% 

民間施設Ｃ 

１８名 

延利用日数 2,642 2,465 2,959 2,059 2,192 12,317 

利用率 47.7% 44.6% 53.2% 37.1% 39.5% 44.4% 

民間施設Ｄ 

３７名 

延利用日数 6,824 7,515 7,418 7,430 7,056 36,243 

利用率 58.9% 65.1% 63.8% 64.2% 60.9% 62.6% 

※民間施設 A は元年度まで定員２４名 
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11．関係市における高齢者の動向について 

関係市における高齢者（６５歳以上）数については、昭和４５年１０月１日現在２０,０２５人

であったが、人口の増加及び高齢化に伴い、令和２年４月１日現在２７５,８５５人となっており、

５０年間で約１３．８倍に増加している。今後も増加が見込まれ、令和２２年には３５３,７８４人

となることが想定されている。 

要介護認定者数についても同様に、介護保険法が施行された平成１２年４月１日現在  

９,５３０人であったが、令和２年４月１日現在３５,３３７人となっており、２０年間で約３．７倍に

増加している。また、平成１２年４月１日現在の高齢者数は１１６,８５９人であり、その後２０年

間で約２．４倍となっており、高齢者数の増加率に比べ、要介護認定者数の増加率が大きい

ことがわかる。なお、要支援及び要介護認定者数は、令和２２年には７４,３５１人となることが

想定されている。 

 

 

○関係市高齢者数推移及び今後の推計                      （単位：人） 

 
※Ｓ４５からＨ２までは１０月１日現在、H12 以降は４月１日現在 

出典：関係市から提供されたデータに基づき作成 
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○関係市要介護認定者数の推移及び今後の推計                （単位：人） 

 
※Ｒ７以降の推計については、要支援を含む 

出典：関係市から提供されたデータに基づき作成 
 

 

 

12．指定管理者制度の導入及び社会福祉法人への移譲について 

（１）運営形態ごとのメリット・デメリット 

指定管理者制度の導入及び社会福祉法人への移譲をした場合は、どちらも民間事業者

が運営を行うこととなる。その場合、三山園では徴収していない各種手数料等にかかる多少

の負担が生じる可能性が高いと想定されるが、その負担額が民間施設と同程度に留められ

るのであれば許容されるものであり、これまで蓄積してきた特別養護老人ホームの経営や運

営などのノウハウを活用することで、効率的な施設運営や人材の有効活用などにより介護 

サービスの質の向上が期待できるものと考えらえる。 

なお、指定管理者制度においては、有期契約であることから事業者の変更により、利用者

が不安定な状況に置かれてしまう可能性があることや、今後の大規模改修費用や経常的な

施設修繕費用等について公費で負担することなど、利用者、関係市それぞれの立場から見

て、社会福祉法人への移譲には無いデメリットが存在する。 

  

9,530 

18,729 
20,568 

28,212 

35,337 

60,229 

67,906 

74,351 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R22



30 

 

○メリット・デメリット 

指定管理者 

メリット 

【利用者】 

・指定管理先の法人が複数の施設運営を行っている場合、

職員の配置転換等により人材の有効活用ができ、サービス

の質の向上が期待できる。 

【関係市】 

・直営と同様に措置入所の相談がしやすい。 

・指定管理者との協定書等により、引き続き一定の入所枠を

確保することが可能となる。 

・経営のノウハウを有する指定管理者が運営をすることによ

り、直営と比較して運営経費にかかる分賦金の圧縮が期待

できる。 

デメリット 

利用者】 

・有期契約のため契約期間ごとに事業者が変更となる可能

性がある。 

・民間施設の利用料を踏まえると利用者の負担額が増額とな

る可能性が高い。 

【関係市】 

・大規模改修及び経常的な修繕費用について、引き続き公

費負担が生じる。 

社会福祉法

人への移譲 

メリット 

【利用者】 

・民営化先の法人が複数の施設運営を行っている場合、職

員の配置転換等により人材の有効活用ができ、サービスの

質の向上が期待できる。 

・指定管理者制度のように有期契約ではないため、事業者の

変更がなく、安定的な環境が期待できる。 

【関係市】 

・運営経費及び大規模改修費用等について、分賦金の支出

が無くなる。 

・土地の有償貸付又は売却する場合、収入となる。 

デメリット 

【利用者】 

・民間施設の利用料を踏まえると利用者の負担額が増額とな

る可能性が高い 

【関係市】 

・入所枠を設けることが困難となる可能性がある。 

・建物を売却する場合、建替え時の補助金の返還が必要と

なる。 
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（２）建替え時の補助金返還要件 

三山園は建替えをした際、平成１３年度から１５年度にかけて約１０億円の国県補助金を

受けており、建物を譲渡又は貸付をする場合、条件によっては補助金の返還義務が生じ

る。現状の三山園においては、有償での譲渡又は貸付の場合に返還義務が生じることとな

り、その金額に応じて返還額が決定する。なお、無償での譲渡又は貸付の場合には返還が

不要となる。 

 

 

○補助金名 

平成１３・

１４・１５

年度 

社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉施設等設備整備費補助（負担金） 

千葉県社会福祉施設等施設整備費補助金 

※船橋市社会福祉施設整備費補助金（船橋市の中核市移行に伴う） 

平成１４・

１５年度 
社会福祉施設等施設整備費国庫負担金 

 

 

○有償譲渡した場合の補助金返還額 

譲渡額×（国県補助金：９８２,２４７千円／総事業費：２,１９３,４２２千円） 

上限額：国県補助金×（残存年数／処分制限年数） 

三山園の場合：９８２,２４７千円×（３０年／５０年）＝５８９,３４８千円 

譲渡額１,３１６,０５３千円で上限に達する 

 

※出典：厚生労働省社会・援護局長 第六次改正社援発 0405 第 1 号令和 3 年 4 月 5 日「厚生労

働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について 別添１（厚生労働省所管一般会計補助

金等に係る財産処分承認基準）」 
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【開催経過】 

○第１回（令和４年５月１７日） 

（１）四市複合事務組合について 

（２）特別養護老人ホームの位置づけについて 

（３）関係市の動向について 

（４）特別養護老人ホーム三山園について 

（５）三山園あり方検討審議会について 

 

○施設見学（令和４年６月２８日、２９日） 

 

○第２回（令和４年７月１４日） 

（１）千葉県内の特別養護老人ホームについて 

（２）高齢者数等の推移について 

（３）三山園内での事故発生状況について 

（４）三山園収支状況について 

（５）他施設との比較について 

（６）職員採用計画について 

 

○第３回（令和４年１０月６日） 

（１）日常生活自立度の推移について 

（２）今後の措置入所件数の推移について 

（３）運営形態ごとのメリット・デメリットについて 

（４）公設公営としての役割及び三山園のあり方について 

 

○第４回（令和４年１１月２２日） 

（１）直営での財政シミュレーションについて 

（２）指定管理及び民営化について 

（３）三山園のあり方について 

 

○第５回（令和５年１月１２日） 

（１）これまでの審議会での意見について 

（２）答申案について 

 

○第６回（令和５年３月１３日） 

答申案の審議について 

 

○第７回（令和５年５月１２日） 

答申決定 
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四市複合事務組合特別養護老人ホーム三山園あり方検討審議会委員 

 

 

【会長】 鏡 諭 法政大学大学院公共政策研究科 

淑徳大学コミュニティ政策学部 

関東学院大学 兼任講師 

【副会長】 德永 幸生 德永法律事務所 弁護士 

【委員】 鈴木 敦子 鈴木公認会計士事務所 公認会計士 

 綱島 照雄 社会福祉法人八千代美香会 理事長 

 西尾 真治 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

公共経営・地域政策部 主任研究員 

コンセンサス・デザイン室長 

 土屋 仁志 船橋市健康・高齢部長 

 島本 博幸 習志野市健康福祉部長 

 糟谷 龍郎 八千代市健康福祉部長 

 菅井 智美 鎌ケ谷市健康福祉部長 

 


